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1 調達等概要 

石川県内の全ての公立高等学校の入学者選抜を対象とした高等学校 Web 出願システ

ム（以下「Web出願システム」という。）の構築（以下「本業務」という。）を行う。 

詳細は、「石川県公立高等学校 Web 出願システム構築業務委託仕様書」（以下「仕様

書」という。）のとおり。なお、仕様書、機能要件表（別添１）及び提案者評価基準（別

添２）は別紙「仕様書提供申請書」を「5 担当部署」に提出（電子メールでの提出可）

した者にデータで提供する。  

 

2 企画提案の概要  

（1）システム構築期間  

 契約締結日から令和８年３月 31日 までとする。  

※なお、上記のシステム構築期間以後については、構築したシステムの運用に

関する契約（年度毎）を結ぶ予定である。ただし、石川県議会において関係

予算が可決されなかった場合や構築したシステムに大きな欠陥が見つかっ

た場合は、その限りではない。 

（2）提案上限額  

令和 7年度 63,000,000円（消費税及び地方消費税含む。）  

令和 8年度以降  45,000,000円［システム保守・運用費の目安（消費税及び地

方消費税含む。）］  

※ 提案上限額に係る注意点  

・令和７年度及び令和 8年度以降（令和８年度～令和１１年度）の各年度のシ

ステム保守・運用費について、それぞれ費目を分けて提示すること。なお、

保守・運用にかかる費用には、入学者募集要綱に変更があった場合のシステ

ム改修費を含むこと。 

・積算は、できるだけ細かく費目を分けて記載すること。  

・提案上限額には、システム構築費用及び各年度おける賃貸借・保守費用等、

本業務に係る一切の費用（消費税及び地方消費税、リース料率含む）を含む

こと。  

・各年度において、提案上限額を超える提案総額を提示した参加者は失格とす

る。  

・提案金額は、消費税及び地方消費税の額（見積金額に 100 分の 10 を乗じて

得た額。1 円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を

見積金額に加算して合計金額を示すこと。  

・受託候補者選定後、本企画提案において提示された提案総額の内容及び金額

を再度精査し、契約金額を決定する。  
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（3）スケジュール  

令和 7年 5月  7日（水）：公示、企画提案 募集 要領等の配布開始  

5月 21日（水）：質問書の提出期限  

5月 30日（金）：企画提案参加申込書の提出期限  

6月  5日（木）（予定）：参加資格確認結果の通知  

6月 12日（木）：企画提案書の提出期限  

6月 16日（月）（予定）：審査会の実施日時の通知  

6月下旬（予定）：プレゼンテーションの実施  

6月下旬（予定）：受託候補者選定結果の通知 

 

3 企画提案への参加  

（1）資格要件  

企画提案に参加しようとする者は、次の①から⑨までの条件をすべて満たすこ

と。  

なお、共同企業体で参加する者にあっては、代表者及び構成員は以下①から⑨

に示す要件をすべて満たすこと。  

①地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しな

い者であること。  

②本企画提案に係るプレゼンテーションの実施日において、平成 10年度以降石

川県が発注する物品の製造の請負、物品の購入等の契約に係る一般競争入札

及び指名競争入札に参加する者に必要な資格並びに資格審査の申請の時期及

び方法等（平成 9 年石川県告示第 581 号）に基づき、令和 7 年度における競

争入札参加者資格を有すると認められた者であること。  

③県の指名停止の措置を受けている者でないこと。  

④会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てがなさ

れている者又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づき再生手続開始

の申立てがなされている者でないこと。  

⑤役員（役員として登記又は届出されていないが、事実上経営に参画している

者を含む。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年

法律第 77号）第 2条第 6号に規定する暴力団員、又は暴力団関係者（暴力団

の構成員及び暴力団に協力し、又は関与する等これと交わりを持つ者をいう。）

と認められる者でないこと。  

⑥宗教活動や政治活動を主たる目的とする法人及び団体でないこと。 

⑦本店及び県内に所在する営業所等が国税及び地方税を滞納していないこと。 

⑧事業の受託業務に関するノウハウを有し、事業の実施にあたり専任の担当者

を配置し、県との打合等に担当者等を出席させることが可能な者であること。  

⑨仕様書 1.4「受注者に求める要件」を満たす者であること。 
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（2）質問事項について  

本調達に関する質問を次のとおり受け付ける。  

・「質問書（様式 2）」に記載の上、電子メールにより「5 担当部署」に提出 

すること。 

・電子メールの件名は「石川県公立高等学校 Web出願システム構築業務に係る

質問 会社名（質問日）」とすること。  

・質問受付期限：令和 7年 5月 21日（水）午後 5時  

・質問及び回答は、全参加申請事業者に電子メールで送付する。ただし、質問

又は回答の内容が、質問者の具体の提案内容に密接に関わるものについては、

当該質問者に対してのみ回答するほか、質問の内容によっては回答しないこ

とがある。 

  

（3）参加申請について  

企画提案に参加しようとする者は、提出期限までに次のとおり申請すること。  

①提出書類  

・参加申請書（様式 3）  

・提案者概要（様式 4）  

・履歴事項全部証明書（提出日において発行日から３０日以内のもの） 

・直近の決算書の写し（１年分） 

・参加資格要件としている業務実績等が確認できる書類（契約書の写し等）  

 

共同企業体で参加を希望する者は、上記に加えて次の様式を提出期限までに提出

すること。  

・共同企業体届出書（様式 3－1）  

・共同企業体協定書（様式 3－2）  

②提出期限  

・令和 7年 5月 30日（金）午後 5時  

③提出方法  

・電子メールにより「5 担当部署」に提出すること。提出期限内必着とする。  

・電子メールの件名は「石川県公立高等学校 Web出願システム構築業務入札参

加申請」とすること。  

④参加資格の確認及び通知  

・参加資格の確認については、参加申込手続き書類の提出期限をもって行うも

のとし、資格の有無（参加資格がないと認めた場合はその理由も含む）を令

和 7年 6月 5日（木）までに通知する。なお、参加資格を認めた場合であっ
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ても、当該確認後に参加資格を満たさないことが明らかになったときは、当

該参加資格を取り消すものとする。  

⑤辞退  

・参加申込書を提出した者が、本企画提案への参加を辞退する場合は、辞退届

（様式 5）を速やかに提出すること。  

 

（4）企画提案書等の提出  

①企画提案書の規格  

・縦横比 16：9、頁数は、表紙及び目次を含め 30ページ以内とする。  

・本調達にあたり、業務の再委託を予定している場合は、再委託に関する事項

を必ず説明すること。  

・提案書の 1ページ目は表紙とし、次の内容を記述すること。  

標題として「石川県公立高等学校 Web出願システム構築業務 企画提案書」

を記述すること。  

日付は、令和 7年 6月 12日を記述すること。  

 

 

②企画提案書の記載内容  

・提案書は「提案者評価基準（別添 2）」の評価項目の大項目「1業務実績」か

ら「3運用に係る提案事項」までの順序構成により作成すること。  

・提案書は、求められている内容をわかりやすく示すものとなるように努める

こと。 

・具体的な業務実績や仕様書との相違点（追加提案や代案など）を中心に記載

すること。 

・提案書の記載にあたっては、貴社の提案内容がわかるよう、考え方や根拠、

理由等を具体的に記述すること。  

・仕様書の必須要件を満たさない事項がある場合は、失格となる場合がある。  

・略語や専門用語等については、一般用語を用いて初出の箇所に定義を記述す

ること。また、理解しにくい用語や専門用語には脚注を付記すること。  

 

③経費見積書（任意様式）  

・経費見積書には、積算項目の内訳（数量、単位、単価等）を明確に記載し、

本業務の実施に必要となる全ての経費（消費税等を含む。）を計上すること。 

・令和７年度の見積書と令和８年度以降令和１１年度までの年度毎の見積書

を提出すること。 
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④機能要件表  

・本調達における機能要件に対して、実現可否を記載すること。また、実現に

あたり代案や追加の提案があれば具体的に「機能要件表（別添 1）」に記載す

ること。  

 

⑤提出方法  

・電子メールにより「5 担当部署」に提出すること。提出期限内必着とする。  

・電子メールの件名は「石川県公立高等学校 Web出願システム構築業務企画

提案書等提出」とすること。 

 

⑥提出期限  

・令和 7年 6月 12日（木）午後 5時 

 

⑦その他  

・1者 1提案とする。  

・電子データ（Microsoft Office 形式または、pdf 形式）で提出する。  

・企画提案書を確認し、内容等について問い合わせや追加資料の提示を求める

ことがある。また、追加資料を特定の提案者に限り求める場合もあるが、そ

の提案者を優位又は劣位に取り扱うということではなく、公正な比較評価を

行うためのものである。  

 

（5）プレゼンテーション  

企画提案書を提出した者に対し、提案した内容等についてプレゼンテーション

を求める。  

① 実施予定日時  

令和 7年 6月下旬（予定） 

②実施場所  

金沢市鞍月 1丁目 1番地 石川県行政庁舎  

③実施方法  

各提案者の持ち時間は 30分とし、企画提案書の説明を受けた後、審査員に

よる質疑を行う。  

④その他  

・プレゼンテーションに使用する資料は、提出された企画提案書とし、その

他の資料の使用は、原則認めない。  

・プレゼンテーションには､受託した場合に業務を主として担当する者（最

大５名まで）が出席すること。  
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・プレゼンテーションに使用する大型モニター、HDMIケーブルについては、

石川県において準備する。  

・その他必要な機材については、提案者が準備すること。  

・プレゼンテーションは、非公開で行うものとする。  

 

（6）評価及び選定  

・受託候補者の選定にあたっては、石川県公立高等学校 Web出願システム構築

業務プロポーザル委員会において、企画提案書及びプレゼンテーション（質

疑応答を含む｡）の内容を審査し、最も優れた提案をした者を受託候補者と

して選定する。  

・評価については、「提案者評価基準（別添 2）」を参照すること。  

・最も優秀な提案をした者と契約内容を協議の上、契約を結ぶ。  

・審査結果については、審査終了後に速やかに各提案者に対して個別に通知す

る。  

 

（7） 契約手続き  

・契約書案は別添 3のとおりとする。 

・契約にあたっては、選定された受託候補者と契約交渉を行うものとし、提案

された内容のみに限定せず協議した上で、仕様及び金額等の内容を定め、契

約を締結するものとする。  

 

 4 注意事項  

・本提案に要する経費は全て提案者の負担とする。  

・本調達について疑義がある場合は、当該募集要領に定める質問書により質問す

ること。契約予定者の選定後における調達仕様書の解釈は、石川県によるもの

とする。 

・本提案に参加することで知り得た情報を第三者に漏洩してはならない。 

・選定された受託候補者が参加資格を満たしていない場合には、次点の提案者と 

契約交渉を行うものとする。  

・提出された書類等は、返却しない。  

・提出された書類等の機密保持には、十分に配慮する。 

・提出された書類等に不整合があった場合は、発注者が内容を解釈し決定する 

ものとする。  

・本要領に定めのない事項については、地方自治法、同法施行令、個人情報の保

護に関する法律、その関係法令並びに石川県財務規則及びその他の石川県が制

定する関係条例・規則等に従うものとする。  
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5 担当部署  

〒920-8575 石川県金沢市鞍月 1丁目 1番地 

石川県教育委員会事務局 教育政策課 教育振興推進室  

電  話：076-225-1833 

E-Mail：suishin@pref.ishikawa.lg.jp 


